　2009年6月18日
　総 務 大 臣

　　鳩山　邦夫　様

全日本自治団体労働組合　　

中央執行委員長　岡　部　謙　治　

男女平等社会実現を求める申入書

	　日頃から民主的な地方自治の確立にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、男女共同参画基本法に基づく男女共同参画基本計画（第２次）が2005年12月に策定され、すでに３年余が経過しましたが、これまでの取り組みについて地方自治体、労働組合、ＮＰＯなど幅広い関係者との十分な意見交換を行いながら点検・検証する必要があります。

　2007年12月に｢仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)憲章｣及び｢仕事と生活の調和のための行動指針｣が策定され、１年が過ぎましたが、日本のジェンダー・エンパワーメント指数も、いまだ世界で58位と低く、男女平等に向けた多くの課題が存在しており、地方自治体においても「行動指針」を早期に達成する努力が求められています。

また、女性の雇用労働者に占める割合は40％を超えるに至っていますが、その60％弱は非正規労働者で、今日では、年収200万円以下の所得階層のうち74％が女性となっています。雇用における低賃金構造は、女性が将来の年金受給においても低所得者となることが懸念されており、貧困問題は女性問題といっても過言ではない状況となっております。

　貴職におかれましては、男女平等社会の実現にむけて、各地方自治体において積極的な対応が促進されるよう、下記事項について特段の尽力を要請します。

記



	１．ワーク・ライフ・バランス社会を実現するために

ワーク・ライフ・バランス社会の実現をめざすとともに、職場における男女格差の解消に向けて取り組むこと。また、各地方自治体における政労使合意形成を促進するとともに、地域行動計画の策定・実行を推進すること。



	２．男女平等地域社会を実現するために

（１）男女共同参画社会基本法をあらゆる機会・媒体等を通じ、広く周知徹底すること。また、男女共同参画社会基本法の趣旨に沿って、すべての自治体での基本計画づくり、条例化を推進するための支援策を講じること。

（２）女性センターなど地域の男女平等推進機能を担う公共的機関の機能の拡充と活動の活性化のため、これらの機関のネットワークづくりを推進すること。

（３）行政組織のなかに男女平等政策部門を設置し、男女平等推進本部機能を確保するよう、支援策を講じること。

（４）特定事業主行動計画の実施状況の公表が義務づけられたことから、同計画が未だ策定されていない自治体における早期策定など必要な対応をはかること。

（５）男女共同参画宣言が各自治体で宣言されるよう、対応をはかること。

（６）国際金融危機に端を発する雇用危機の影響が、非正規女性労働者、子育てや介護を担う女性労働者、シングルマザーなどに顕在化していることから、ジェンダーの視点での就労・生活支援の対応をはかること。

	３．自治体職場等の男女平等を実現するために

（１）各地方自治体において、数値目標を含む女性職員の採用・登用拡大計画が労使協議に基づいて策定・実施されるよう、必要な支援策を講じること。

（２）公務職場における賃金の実態について、男女別統計データを充実し、公表すること。とくに、自治体別の男女別統計データを公表すること。

（３）苦情処理体制の充実にむけ、必要な支援策を講じること。



	４．仕事と生活の両立支援策を促進するために

（１）結婚、妊娠、出産、育児、介護などを理由に退職勧奨や解雇など不利益取り扱いを受けることのないよう、地方自治体に徹底すること。

（２）介護休暇を取得した職員が再び勤務するに至った場合の号給の調整は、全期間勤務したものとみなすこととなるよう、必要な措置を講じること。

（３）人事院の「育児を行なう職員の仕事と育児の両立支援制度の活用に関する指針」が改正されたことを踏まえ、実効ある仕事と育児の支援制度の拡充にむけて必要な措置を講じること。

（４）介護を行う職員のための短時間勤務制度の実現に取り組むこと。

（５）公務職場に雇用創出型・多様就業型の本格的なワークシェアリングの実現をめざし、制度的な検討・研究に着手すること。また、①年間総労働時間1800時間体制、②ゆとり・豊かな時代にふさわしい個人の価値を尊重する休暇制度の拡充、③自己啓発・自己実現や社会貢献を促進するための総合的な休業制度などを早期に実現すること。



	５．臨時・非常勤等職員の賃金・待遇を改善するために

（１）臨時・非常勤等職員の賃金改善のため、均等待遇の原則から常勤職員の比例按分とし、制度的な確立をはかること。

（２）臨時・非常勤等職員の病気休暇、生理休暇、結婚休暇、産前産後休暇、育児時間、子の看護休暇、忌引休暇、夏季休暇などの休暇を有給で確立するよう、必要な措置を講じること。また、育児休業、介護休暇制度を常勤職員と同等に確立すること。

（３）任期の定めのない短時間公務員制度の実現にむけ、具体的な検討を行うこと。




以上
